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計画策定にあたって 

 

現在、我が国では、人口の減少、少子高齢化が急速に進展し、総務省統計局の

2023 年９月 15 日公表の推計では 65 歳以上の人口は 3,623 万人、総人口に占める 65

歳以上の割合は 29.1%と過去最高を更新し、2040年には 34.1%、2045年には 36.1%に

なると見込まれ、少子高齢化の進展に伴う、労働者人口の減少への対策が大きな 

課題となっております。 

そうした中、健康で就業意欲に満ちた高齢者に対し、地域に密着し組織的に提供

するシルバー人材センターへの期待と役割は益々大きくなってきており、これらの

期待に応え、しっかりと役割を果たしていくことが、シルバー人材センターの存在 

価値と社会的評価を高めていくことに繋がるものと考えております。 

栃木県シルバー人材センター連合は、平成８年度に制定された「シルバー人材セ

ンター連合制度」により、県下 25 市町に設置されたシルバー人材センターと栃木県

シルバー人材センター連合会を構成員とする連合組織として、これまで「第 1 期中

長期計画」「第２期中長期計画（前期）」及び「第２期中長期計画（後期）」を策定し、

各計画に基づき、シルバー人材センター事業の拡充、発展に向けた事業を計画 

的に展開してきたところです。 

しかしながら、社会情勢の変化、国の施策や関係法令の改正等によりシルバー人

材センターを取り巻く状況は年々変化しており、また、組織の根幹である会員数の

減少や高齢化の進展、就業意識の変化など、シルバー人材センターの抱える喫緊の 

課題も山積しております。 

このため、当連合会では、令和６年度を初年度とし、令和 10 年度までの５年間を 

推進期間とした新たな「事業推進計画」を策定したところです。 

本事業推進計画では、現状や課題について検証し、「会員拡大への対応」、「就業機

会の拡大」、「デジタル技術の活用」、「センター運営体制の強化」に重点を置き、こ 

れらの課題に真摯に取り組むための具体的な施策を掲げています。 

今後は、本事業推進計画に基づき、各シルバー人材センターとともに高齢者の就 

業支援を通じて地域の活性化に尽力してまいる所存です。 

今後とも、引き続き関係各位の格別の御理解、御支援を賜りますようよろしくお 

願い申し上げます。 

    

 

令和６年３月     

                      公益財団法人 

栃木県シルバー人材センター連合会 

                      理 事 長  鈴 木  正 人 
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 第１章  計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

   人口減少、少子高齢化が進展し、労働力不足が深刻化する中、「高年齢者等の雇用の

安定等に関する法律」（以下「高年齢者雇用安定法」という。）改正等により高年齢者 

が活躍できる環境の整備が進み、高齢者の一層の活躍が期待されている。 

そのような中、高齢者に地域の日常生活に密着した仕事を提供し、高齢者の就業機会

の増大を図り、活力ある地域社会づくりに寄与するシルバー人材センター（以下「セン 

ター」という。）の担う役割は、益々大きくなっている。 

  また、シルバー人材センターは、地域での就業を通じて高齢者の生きがいの充実と福祉

の増進に資するとともに、高齢者の生きがいと地域のニーズを繋ぎ、社会参加を促進する 

など、高齢者の活躍の場を増やし、生涯現役社会の実現に向けて大きく貢献している。 

  栃木県シルバー人材センター連合会(以下「連合会」という。)では、県下 25 市町シル

バー人材センターの抱える課題解決に向けた対応や円滑な事業運営の指針として、平成

31(2019)年度から令和５(2023)年度までの５年間を展望した第２期中長期計画を策定し、

連合会が担うシルバー人材センター事業（以下「シルバー事業」という。）の基本方針を 

明らかにし、各種事業に取り組んできたところである。 

本計画は、第２期中長期計画の検証を踏まえ、各センターや高齢者を取り巻く就業等、

社会状況の変化に適切な対応しつつ、連合会として、シルバー事業に期待される役割を

果たすため、今後の取り組むべき方向性と事業内容を明らかにすることを目的に策定す 

る。 

 

 
２ 計画期間   

 
令和６(2024)年度から令和 10(2028)年度までの５年間とする。 
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 第 2 章  シルバー人材センターを取り巻く社会情勢の変化 
 
１ 高齢化の進展 

 
   我が国は少子高齢化が進み、令和４(2022)年 10月 1日時点の総人口は１億 2,495万人、 

その内の 65 歳以上の高齢者は 3,624 万人となり、65 歳以上の人口割合(高齢化率)は

29.0％と過去最高であった。 

  高齢社会白書によると、令和７(2025)年には高齢化率 29.6%、令和 27(2045)年には 

36.3%、総人口が 8,700万人となる令和 52(2070)年には 38.7％に達し、国民の約 2.6 人に

１人が 65歳以上の高齢者となる社会が到来すると推計されている。 

また、栃木県においても同様の傾向であり、令和４(2022)年の県内総人口は 1,909 千人、

その内の 65 歳以上の高齢者は 572 千人で、高齢化率は 30.0％であった。また、令和

7(2025)年には 31.2%、令和 27(2045)年には 38.6%にまで達すると予想され、高齢化率が 

全国平均より高い状況にある。 

 
 

（内閣府「令和５年版高齢社会白書」より） 
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２ 高齢者就労環境の整備 

 
   人口減少や少子高齢化による労働力不足、年金の財源確保、年金支給開始年齢の引き上

げなどを背景に、経済社会の活力を維持するため、働く意欲がある高年齢者がその能力を

十分に発揮できるよう、高年齢者が活躍できる環境の整備が進められている。また、雇用

保険法や労働者派遣法の改正など法制度の整備も進められ、高齢者の就業率は年々増加傾

向にある。 

 

 

＜関係法令等の一部改正＞ 
 ●高年齢者雇用安定法の改正～70歳までの就業機会確保～（令和３年４月１日施行） 
  「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」（高年齢者雇用安定法）の一部が改正され、事業

主は、高年齢者就業確保措置として、次のいずれかを講ずることが努力義務化された。   

（第 10条の２新設） 

     ア 70 歳までの定年の引上げ 

     イ 定年制の廃止 

     ウ 70 歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入 

     エ 70 歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 

     オ 70 歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 

       a.事業主が自ら実施する社会貢献事業 

       b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業） 

 

  ●年金制度の改正（令和 4年 4月 1日施行） 
「年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正する法律」が施行され、長期化す

る高齢期の経済基盤の充実を図るため、短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大、在職中

の年金受給の在り方の見直し、受給開始時期の選択肢の拡大、確定拠出年金の加入可能要件の

見直し等の措置を講じられた。 

  ・受給開始時期の選択肢の拡大【国民年金法、厚生年金保険法等】 

(年金受給開始時期の選択肢を「60 歳から 70 歳の間」から「60歳から 75歳の間」に拡大 

・在職中の年金受給の在り方見直し【厚生年金保険法】 

(在職中の高齢厚生年金受給者（65 歳以上）の年金額を毎年定時に改定等） 

・被用者保険の適用拡大【厚生年金保険法、健康保険法等】 

・確定拠出年金の加入可能年齢引上げ等要件の見直し【確定拠出年金法等】他 

 

高齢化率の推移（全国と栃木県） 

 
令和 4(2022)年 令和 7(2025)年 令和 27(2045)年 

総人口 65 歳以上 高齢化率 高齢化率 高齢化率 

全 国 124,947 千人 36,236 千人 29.0％ 29.6％ 36.3％ 

栃木県 1,909 千人 572 千人 30.0％ 31.2％ 38.6％ 

資料：令和 4 年は総務省「人口推計」 

令和 7 年及び令和 27 年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(令和５年(2023)年推計)」 
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３ 高齢者の就業状況 

 
65 歳以上の高齢就業者数(※)は、平成 16(2004)年以降、19年連続で増加し、令和４ 

(2022)年は 912 万人と過去最多となり、就業者総数 6,723 万人に占める高齢就業者の割合

は 13.6％と過去最高となった。また、令和４(2022)年の 65 歳以上人口に占める高齢者の

就業率は 25.2％と前年より 0.1 ポイント上昇し、年齢階級別では、65～69 歳は 50.8％、 

70～74 歳は 33.5％と、いずれも過去最高の就業率となっている。 

(※）高齢就業者とは、65歳以上で月末１週間に収入を伴う仕事を１時間以上した者、又は月末１週間に仕 

事を休んでいた者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
（総務省 統計トピックス№138「統計からみた我が国の高齢者」より） 
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就業者総数に占める高齢就業者の割合の推移(2012年～2022年)  

 

(万人) 
(％) 

資料：「労働力調査」（基本集計） 

（上記２グラフ：総務省統計トピックス№138「統計からみた我が国の高齢者」R5.9.7より） 

H24    H25    H26   H27    H28    H29   H30    R1    R2    R3    R4 

H24      H25     H26       H27      H28      H29       H30      R1       R2       R3        R4  （年） 

2012         2013        2014          2015         2016         2017         2018        2019         2020         2021        2022 

資料：「労働力調査」（基本集計） 
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（参考１）全国のシルバー人材センター会員数と高齢者人口の推移 

 

 

 

（参考２）高齢者の就労希望の状況 

（資料出所）公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会（令和５年 10月） 

平成 21 年度 

791,859 人 

令和４年度 

681,739 人 

4,255 万人 

第 2 次会員 100 万人達成計画（H30～R6） 

平成 30 年度目標会員数  742,489 人 

実  績  713,640 人 
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 第３章  第 2 期中長期計画の検証 
  
１ 会員数 

 

全国のセンターにおいては、全国シルバー人材センター事業協会(以下「全シ協」とい

う。)が平成 30(2018)年に策定した「第２次会員 100 万人達成計画」により、会員拡大の

取組を強化してきた。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、会員数が

下げ止まらない状況であることから、令和４(2022)年度から目標値の見直しを行い、当面、

コロナ前の水準（令和元(2019)年度数値）の会員数に回復させることを目標とし、会 

員拡大に取り組んでいるところである。 

栃木県では、令和元(2019)年度目標会員数を 10,644 人と設定したところ実績は 9,656

人であり、令和４(2022)年度において当初目標値の 12,341 人を 9,810 人に見直したが、 

実績は 8,814人となり、見直し後の目標値をさらに 100 人程度下回った。 

その理由としては、コロナ感染拡大のほか、定年年齢の延長や 70 歳までの就業確保措

置の努力義務化など高年齢者に係る就業環境の整備が進んできたことにより、会員数の減 

少に繋がったものと考えられる。 

 

栃木県の会員数                               （単位：人） 

年  度 H30(2018) R１(2019) R２(2020) R３(2021) R４(2022) R５(2023) 

目標会員数 
(見直し後の目標会員数) 

10,256 

― 

10,644 

― 

11,049 

― 

11,675 

― 

12,341

（ 9,810） 

13,042 

（  9,657） 

実 績   9,739  9,656  9,254  9,116  8,814 － 

 ※目標数は全シ協「第２次会員 100 万人達成計画」における目標数で、令和元年度から令和５年度までは連合会第２

期中長期計画における目標数を兼ねる。 

 

   栃木県における会員数の推移 

7,122 7,118 6,912 6,868 6,799 6,740 6,662 6,637 6,348 6,232 6,048 

3,404 3,419 
3,310 3,293 3,207 3,142 3,077 3,019 

2,906 2,884 
2,766 

10,526 10,537 
10,222 10,161 10,006 9,882 
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9,254 9,116 

8,814 

10,256
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9,810

0
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6,000

8,000
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14,000
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栃木県における会員数の推移

男性人数 女性人数 合計 合計目標会員数

（人）

（年）
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 ２ 契約金額 

 
     第２期中長期計画では、平成 29(2017)年度の請負・委託契約額 46.3 億円、派遣契約

額 4.8億円で、平成 30(2018)年 12月時点に、前年比の伸び率・会員の動向や施策等を

基に目標額を算出し、５年後の令和５(2023)年度目標契約額は、請負・委託契約額 48

億円、派遣契約額 12億円、総額 60億円を設定した。 

   しかしながら、令和元(2019)年度には、前年度契約額 51.9億円を下回る 50.9億円と

なり、以降、47億円台という状況が続いている。 

その理由としては、会員数同様、コロナ感染拡大や就業確保措置の影響と考えられ、

令和５(2023)年度においては、契約額が約 49.6億円の見込みで、令和元(2019)年度の

コロナ前水準に近づきつつある。 

 

 

 

栃木県の契約金額                           （単位：万円） 

年  度 H30(2018) R１(2019) R２(2020) R３(2021) R４(2022) R５(2023) 

目標金額 517,900 529,400 541,500 560,200 580,000 600,900 

実  績   519,343  509,128  474,886  472,774  477,705 495,700  

 ※令和元年度から令和５年度までは連合会第２期中長期計画における目標契約金額 

  

栃木県における請負・委任事業及び労働者派遣事業の契約金額の推移 

 

481,076 487,289 488,864 473,722 469,512 463,447 467,196 450,761
418,720 415,513 420,593 435,050

497,160 504,061 510,715 501,824 507,671 511,132 519,343 509,128

474,886 472,774 477,705
495,700

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

栃木県における請負・委任事業及び労働者派遣事業の契約金額
請負・委任 派遣事業 合計

（万円）

（年）
見込み 

見込 
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 第 4 章  シルバー人材センターの現状と課題 
 
 １ 会員の拡大 

  ⑴ 現状 

   ア 入会者の減少 

       新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、新規入会者数は令和２(2020)年度

において大きく減少したが、令和３(2021)年度には増加に転じ、令和４(2022)年度

においても上昇はしたものの、いまだコロナ前水準の入会者数には戻っていない。 

また、高年齢者雇用安定法の改正に伴い、定年年齢の延長や 70歳までの就業確

保措置の努力義務化等、高年齢者の就業環境の整備を背景として、新規入会者が減

少している。 

    イ 退会者の増加 

コロナ禍においては、感染リスクの高い就業の見合わせや感染への不安を理由に

退会する会員が多かったが、近年では、加齢や病気、死亡など高齢化や健康面を理

由とした退会や、「希望する仕事がない」、「就業機会がない」などといった理由

により退会する会員が増加している。 

 

  ⑵ 課題 

   ア 新規入会者の拡大 

       県内では、平成 26(2014)年度以降会員数の減少が続いてきたが、令和５(2023) 

年度においては特に女性会員の増加傾向で回復の兆しがみえているものの、さら 

に新規会員の確保に向けた対策強化が必須である。 

    イ  退会者の抑制 

高齢な会員への対策やセンターへの会員の満足度向上により、退会を抑制する 

ことが必要である。 

ウ  魅力あるセンターづくりの支援 

会員同士の仲間づくりや加齢に伴う運動能力等に不安のある会員の就業機会、 

独自事業の充実を支援し、新規会員の入会促進及び会員の退会抑制に繋げること 

が必要である。 

 

  
栃木県における会員数(入会・退会者数）の推移 

10,537 10,222 10,161 10,006 9,882 9,739 9,656 9,254 9,116 
8,814 

1,572 

1,340 1,424 1,383 
1,284 1,295 
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1,340 

1,493 

1,299 
1,419 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

H28
(2016)

H29
(2017)

H30
(2018)

R1
(2019)

R2
(2020)

R3
(2021)

R4
(2022)

入会・退会者数(人）会員数（人） 会員数 入会者数 退会者数
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２ 就業機会の拡大 

⑴ 現状 

  ア 会員就業ニーズの多様化 

会員の就業率は、高年齢者の雇用状況の変化の影響に加え、会員の就業ニーズの

多様化やミスマッチなどにより就業率が低下傾向にある。 

イ 会員減及び高齢化による仕事の減 

  会員数の減少により、受注の制限や対応分野が縮小している。また、会員の高齢

化に伴い就業できる業種が縮小している。 
 

  県内の会員就業率                                       （単位：％） 

項目     年度 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 

就 業 率（全   体） 89.6 86.8 86.6 87.1 85.5 

     （請負・委任） 84.0 81.6 80.7 80.6 81.1 

     （派    遣） 63.2 73.7 66.4 68.2 64.0 

 

⑵ 課題 

   ア 多様なニーズに対応した就業機会の開拓 

(ｱ) ニーズに対応した就業機会の開拓  

ホワイトカラー層の事務系職種や就業未経験者でも従事しやすい仕事の開拓が

必要である。また、会員の多様化する就業ニーズに対応するため、会員や企業、

地域等のニーズを把握調整し、高齢者が働きやすい労働環境を整えることが必要

である。   

    (ｲ) 新規就業先の開拓 

地域社会の担い手の一つとして、社会情勢や地域状況、今後のシルバー事業の

発展に繋げるための就業拡大が必須である。   
(ｳ) 会員の高齢化に対応した就業機会の創出 

会員の平均年齢については、今後も上昇することが予想され、加齢を理由に就

業していない会員でも就業できる機会の創出が求められている。 

   イ 企業等のニーズに対応できる人材の育成 

企業や自治体等に求められる多様な就業内容に応えるため、職種体験や技能習得

に繋がる研修会や講習会を充実し、会員の能力向上を図ることが必要である。 
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３ 安全・適正就業の徹底  

 ⑴ 現状 

  ア 傷害事故の重篤化 

      栃木県において、傷害事故件数は令和３(2021)年度以降減少しているが、重篤事

故率については全国と比較すると高い傾向にある。重篤事故の主な原因は、墜落・

転落・転倒で、剪定・伐採作業、清掃作業、除草作業での発生が多い。 

    イ 損害事故の増加 

        近年、事故防止策の不徹底や油断、過信等を要因とした損害賠償事故が増加して 

おり、特に機械除草作業中の飛び石による物損事故が多く発生している。そのため、 

シルバー保険の損害賠償金の支払額は増高し、保険料の値上げにより各センターの

経済的負担が大きくなっている。 

    ウ 適正就業ガイドラインに沿った業務運営 

    センターからの受注リストの提出や就業実態等を把握するとともに、シルバー派 

遣事業や職業紹介事業への切り替え、就業内容等への指導・助言を行い、「シルバ 

ー人材センター適正就業ガイドライン」に沿った事業運営を行っている。 

 

 ⑵ 課題 

  ア 安全就業の徹底 

(ｱ) 会員の安全意識の向上 

就業中の重篤事故、傷害事故を防ぐため、会員一人ひとりの安全意識の向上を

図り、就業途上の交通事故防止も含めた会員への安全教育の強化が必要である。 

(ｲ) 会員の健康維持の推進 

会員の高齢化により、長年就労経験のある会員においても身体能力の衰えか

ら、事故に繋がる危険性が高くなることが懸念されている。近年では、感染症の

流行や熱中症など健康を脅かす課題も生じていることから、会員の健康管理の徹

底と、感染症や熱中症などへの安全対策が必要である。 

また、雇用環境の変化に伴い会員の入会時の年齢が上昇しているため、会員の

就労年数が短くなる傾向がある。そのため、会員が健康で長く活躍できるようフ

レイル予防等の健康支援に注力する必要がある。 

(ｳ) 安全対策の強化 

事故の分析や原因究明により、再発防止策や会員への周知徹底を行い、事故ゼ

ロを目指す必要がある。 

 

 栃木県における事故の発生状況 

事故（保険）の種類 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) 備 考 

傷 害 事 故 
発生件数 

(重篤事故) 

87件 

(2) 

78件 

(0) 

83件 

(1) 

75件 

(3) 

64件 

(0) 

※ 0.1288 

全国0.0569 

賠 償 事 故 
発生件数 

賠償金額 

56件 

4,128千円 

78件 

12,087千円 

88件 

7,556千円 

68件 

11,578千円 

77件 

9,847千円 

件数/会員数 

R4   0.87 

【参考】 全 国     発生件数 

賠償金額 

3,202件 

371,228千円 

3,363件 

403,202千円 

3,410件 

451,800千円 

3,638件 

472,780千円 

3,753件 

464,901千円 

全国  0.55 

 ※重篤事故率＝（5年間の重篤事故件数／5年間の会員数合計）×1000  
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  イ  適正就業の徹底 

法整備や制度改正に効果的かつ迅速に対応し、「シルバー人材センター適正就業ガ 

イドライン」に基づき、請負・委任事業、派遣事業について適切な情報提供と周知を 

徹底する。 

 

 

 

４ デジタル化の推進 

⑴ 現状 

  ア デジタル環境の整備 

       社会全体でのデジタル化が進展する中、シルバー事業においてもデジタル化によ

る効率的な事業展開が求められている。令和５(2023)年度においては、厚生労働省

「シルバー人材センターデジタル化整備促進事業」、「シルバー会員のデジタル利

用促進事業」によるデジタル化に向けた予算措置がとられている。 

  イ 高齢者のデジタル活用の現状 

令和３(2021)年度から総務省の「デジタル活用支援推進事業」により、スマート 

フォンやタブレット端末などデジタル機器に不慣れな高齢者を支援する取組が行わ 

れているが、スマートフォンの未所持や連絡ツールとして一部機能のみを使用してい 

る高齢者も見受けられ、多くの高齢者がまだデジタル機器の操作に慣れていない。 

 

 ⑵ 課題 

  ア センター業務のデジタル化 

センターにおいては、会員拡大・就業開拓等の重点課題の推進はもとより、イン 

ボイス制度の導入や「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律」（フリ 

ーランス新法）施行に伴う契約方法の変更等による就業条件明示等の義務化など新 

たな対応が求められ、今後ますますセンター職員の事務負担の増加が見込まれる。 

このため、事務の効率化・簡素化が図られるよう業務のデジタル化をさらに推進す 

る必要がある。 

イ  会員のデジタルリテラシーの向上 

業務のデジタル化を進めるためには、会員のデジタル機器の活用が不可欠であり、 

会員がデジタル機器の操作に馴染むよう支援する取組が重要である。会員への個別 

サポートの提供や講習会の開催、会員同士のサポート体制の構築などにより、会員の 

デジタルリテラシーの向上に向けた効果的な支援が必要である。 

 

 

デジタル化推進に関連した施策事業 

総  務  省  「デジタル活用支援推進事業」 （令和３年度予算～令和７年度予算） 

厚生労働省  「シルバー人材センター等デジタル化整備促進事業」 （令和５年度予算～） 

厚生労働省  「シルバー会員のデジタル利用促進事業」 （令和４年度補正予算） 

厚生労働省  「シルバー人材センターフリーランス新法就業環境整備促進事業」 （令和５年度補正予算～） 
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５ センター運営体制の強化 

 ⑴ 現状 

ア  センター事務局の負担増加 

会員拡大及び就業開拓等の事業拡大への取組み、インボイス制度導入やフリーラ

ンス新法施行に係る契約方法の変更等の制度の改正に対応するため、センター事務

の負担は増加傾向にある。 

   イ 求められるスキルの増加 

シルバー事業の拡充に向け、制度・法律の変更や社会構造の変化、経済状況の影

響など外部環境の変化を把握し、迅速・適切に対応するため、事務局職員に求めら

れる知識や能力も高まっている。併せて、独自事業の創出等、事業拡大に向けた事

業運営能力の向上も求められている。 

 

 ⑵ 課題 

  ア センター運営体制の強化 

事業拡充や法制度改正、デジタル化への対応など求められる変化に迅速・的確か 

つ柔軟に対応できる運営体制を整えることが必要である。 

イ 職員のキャリアアップ 

限られた職員数で、適正かつ効率的に事務処理を行う必要があるため、職員の資 

質や事業運営能力の向上が必要である。 

 

 

 

  

職 員 研 修 

センター理事長 情報交換会 
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 第 5章  事業推進計画の取組 
 
  連合会では、シルバー事業の課題等を踏まえ、令和６年度から令和 10年度までの事業

推進計画において、次の事項を重点事項として取り組む。 

   

取組１ 会員の拡大 

 

１ 新規入会者の拡大 

・ ホワイトカラー層や女性向け等ターゲット別の広報活動の実施 

・ 各種広報紙や地元マスメディア等を活用した広報の充実 

・ 各種イベントへの参加及び相談会・説明会等の開催 

・ 入会前体験会や講習会の実施 

・ 関係機関・関係団体（行政機関、ハローワーク、商工団体等）との連携強化 

・ ＰＤＣＡサイクルによる目標管理の徹底 

・ 企画広報委員会の開催 

 

 ２ 退会者の抑制 

・ 未就業会員を対象とした相談会の開催や個別連絡等による就業機会提供の推進 

・ ゴールド会員制度や会費割引等の多様な会員制度運用の推進 

・ 退会前の面談や会員への定期的なフォローアップによる退会抑制取組の推進 

・ 永年会員表彰等の顕彰制度の活用や会員の活躍事例紹介の推進 

 

 ３ 魅力あるセンターづくりへの支援 

・ サークル活動の充実及び会員同士の交流や仲間づくりの推進 

・ 地域の特性や会員ニーズに応じた就業機会の確保に繋がる独自事業の活性化推進 

・ シルバー事業のイメージアップ強化 

・ ホームページ、機関紙等各種広報媒体による情報発信 
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取組３ 安全・適正就業の徹底 

 

１ 安全就業の推進 

・ 会員の安全意識向上のため安全教育の推進 

・ 事故防止及び重篤事故撲滅に向けた安全対策の周知徹底 

・ 事故や怪我の発生状況の集約及び再発防止への取組の推進 

・ 安全就業研修会の開催など安全就業対策の強化 

・ 安全就業パトロールによる安全指導の実施 

・ 安全就業優秀センター等の表彰実施 

・ 安全・適正就業委員会の開催 

・ 産業医の選任及び衛生委員会の設置運営の支援 

 

２ 健康確保の推進 

・ 健康づくり講習会の開催支援 

・ フレイル予防及び健康診断受診の勧奨等による会員の健康維持の推進 

 

３ 適正就業ガイドラインに沿った事業運営の推進 

  ・「適正就業ガイドライン」の周知徹底 

・ 適正就業に関する状況把握及び改善指導 

・ 安全適正就業委員会の開催（再掲） 

 

取組２ 就業機会の拡大 

 

１ 多様なニーズに対応した就業機会の開拓 

・ 各種広報紙や地元マスメディア等を活用した広報の充実 

・ ホワイトカラー層や女性のニーズに合った就業機会の開拓推進 

・ 高齢者支援や子育て支援、地域課題に対応した就業機会の拡大 

・ アンケート等による新規入会者及び退会者の就業ニーズの把握 

・ 人手不足企業・分野への就業開拓推進 

・ 公共団体・経済団体等に対するシルバー事業活用の働きかけ強化 

・ 独自事業の活用など会員の高齢化等に対応した多様な就業先開拓の推進 

・ 就業開拓推進委員会の開催 

 

 ２ 企業等のニーズに対応できる人材の育成 

・ 知識や技能習得を目的とした多様な講習会開催等の実施 

・ 派遣会員に対するキャリアアップ講習会等の会員向け教育訓練の実施 
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取組４ デジタル化の推進 

 

１ センター業務のデジタル活用促進 

・ 国庫補助事業を活用したセンターのデジタル環境整備の促進 

・ シルバー事業のデジタル化に向けた情報提供の充実 

・ ＷＥＢ上での入会説明会や入会手続き、企業仕事依頼、スマートフォンを活用 

した会員との業務連絡などデジタル活用取組事例の紹介 

 

２ 会員のデジタルリテラシーの向上 

・ 会員向けスマートフォン・パソコン教室の開催やデジタル相談窓口の設置等に

よる会員のデジタル機器の利用促進に向けた支援 

・ デジタル利用促進に向けた支援・会員によるデジタル活用取組事例やデジタル

化に対応した就業機会の確保等の情報提供 

 

 

 

取組５ センター運営体制の強化 

 

１ センター運営体制の強化 

・ 各種相談制度（弁護士・公認会計士・社会保険労務士）の活用促進 

・ センター運営に係る指導及び相談支援 

・  法制度改正等に対応した研修会の開催 

・  シルバー事業及び県内センターの情報収集及び情報提供 

 

２ センター職員のキャリアアップ支援 

・ センター運営強化及び事業拡充に向けた職員のスキルアップ研修会の開催 

・ センターの安定した運営及び事務効率化、職員間の情報交換等を目的とした事務

担当者対象の研修会や説明会の開催 
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高齢化率の推移（全国と栃木県） （単位：千人）

H24
（2012）

H25
（2013）

H26
（2014）

H27
（2015）

H28
（2016）

H29
（2017）

H30
（2018）

H30/R1
（2019）

R2
（2020）

R3
（2021）

R4
（2022）

R7
（2025）

R12
（2030）

R17
（2035）

R22
（2040）

R27
（2045）

R32
（2050）

総 人 口 127,515 127,298 127,083 127,095 127,042 126,919 126,749 126,555 126,146 125,502 124,947 123,262 120,116 116,639 112,837 108,801 104,686

65 歳 以 上 30,793 31,898 33,000 33,868 34,560 35,087 35,479 35,754 36,027 36,214 36,236 36,529 36,962 37,732 39,285 39,451 38,878

高 齢 化 率 24.1% 25.1% 26.0% 26.6% 27.2% 27.6% 28.0% 28.3% 28.6% 28.9% 29.0% 29.6% 30.8% 32.3% 34.8% 36.3% 37.1%

総 人 口 1,992 1,986 1,980 1,974 1,969 1,962 1,953 1,943 1,933 1,921 1,909 1,867 1,802 1,732 1,658 1,581 1,502

65 歳 以 上 463 480 498 511 525 536 546 554 562 569 572 582 587 593 612 610 595

高 齢 化 率 23.2% 24.2% 25.2% 25.9% 26.7% 27.3% 28.0% 28.5% 29.1% 29.6% 30.0% 31.2% 32.6% 34.2% 36.9% 38.6% 39.6%

全

国

栃
木
県

※各年10月1日現在の総人口(日本における外国人を含む)令和2(2020)年は、総務省統計局「令和2年国勢調査　参考表：不詳補完結果」による。
出典：国立社会保障･人口問題研究所「日本の将来推計人口(令和5年推計)」(出生中位(死亡中位)推計)
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栃木県の人口と高齢化率の推移

15歳未満 15～64歳 65歳以上 合計 高齢化率

（千人） 推計値実績値

※高齢化率：老年人口（65歳以上人口）が全人口に占める割合
出典：総務省統計局「国勢調査人口推計」（平成24年～令和2年、令和3年、令和4年）

国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口令和5(2023)年推計」（令和7(2025)年～令和32(2050)年）
合計については、四捨五入により差異が生じている場合あり
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:最高値

2



3



◆ ◆

◆ ◆

◆ ◆

◆:最高値

4
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公益財団法人栃木県シルバー人材センター連合会 

次 期 計 画 検 討 委 員 会 設 置 要 綱 
 

 

（設置） 

第１条 公益財団法人栃木県シルバー人材センター連合会（以下、「連合会」という。）におけ

る令和６年度以降の事業推進の方向性を示す次期計画の検討を行うため、連合会次期計画検

討委員会（以下、「委員会」という。）を設置する。 

 

（委員の構成） 

第２条 委員会は、別表に掲げる者を委員として構成する。 

２ 委員は、連合会理事長が委嘱する。 

３ 委員長は、連合会事務局長がこれにあたる。 

４ 委員長は、会務を総理する。 

５ 委員長は、必要に応じて副委員長を指名することができる。 

 

（任期） 

第３条 委員の任期は、委嘱の日から令和６年３月 31日までとする。 

 

（委員会の開催） 

第４条 委員会は、委員長が必要と認めた場合に開催する。 

２ 委員会の運営は、委員長があたる。 

３ 委員長は、必要に応じ、検討事項に関係のある者に委員会への出席を求め、意見を聴取す

ることができる。 

 

（報告） 

第５条 委員長は、委員会の検討結果を連合会理事長へ報告する。 

 

（委員会事務局） 

第６条 委員会の庶務は、連合会事務局が行う。 

 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が別に定

める。 

 

 

 

   附 則 

 この要領は、令和５年４月１８日から実施する。 
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（敬称略）

所　　属 役　　職 氏　　名

宇都宮市シルバー人材センター
専 務 理 事 兼
事 務 局 長

橋 本 敦 生

小山市シルバー人材センター
事 務 局 長 兼
総 務 係 長

加 藤 賢 一

益子町シルバー人材センター
常 務 理 事 兼
事 務 局 長

日 賀 野 ト ミ 子

野木町シルバー人材センター
常 務 理 事 兼
事 務 局 長

横 塚 清 次

塩谷町シルバー人材センター
常 務 理 事 兼
事 務 局 長

蓼 沼 稔

高根沢町シルバー人材センター
常 務 理 事 兼
事 務 局 長

関 川 正 男

栃木県シルバー人材センター連合会
常 務 理 事 兼
事 務 局 長

松 村 誠

公益財団法人栃木県シルバー人材センター連合会
次 期 計 画 検 討 委 員 会 委 員

7


	10　事業推進計画 0418
	第１章　　計画の概要
	第4章　　シルバー人材センターの現状と課題


	20　資料
	00　資料編表紙
	00　表裏
	01　栃木県高齢化率の推移と将来推計
	Sheet1

	02　概要事業実績一覧　会員数平均年齢
	03　概要事業実績一覧　受注件数契約金額
	04　計画検討委員会設置要綱
	05　委員会委員
	委員名簿（掲載用）





